
京都市高齢者すまい・生活支援
モデル事業（仮称）の概要

平成２６年７月

京都市
保健福祉局長寿社会部

都市計画局まち再生・創造推進室

京都市を取り巻く状況①

１ 要援護高齢者の増加

本市の要支援・要介護認定者数は約７万人，一人暮らし高齢者世帯数は約７万世帯，認知症高齢者
数は約５万人（推計）であるが，今後高齢者数の更なる増加に伴い，地域から孤立しがちな一人暮らし
や認知症等の要援護高齢者に対する地域での見守りや生活支援がますます重要になってくる。

■ 今後の高齢者人口等の見通し

■ ６５歳以上の世帯員のいる一般世帯

■ 要介護度別認定者数の推移



京都市を取り巻く状況②

２ 住み替え・生活支援ニーズの動向

平成２５年度に実施した高齢者約２万人を対象とするアンケート調査結果では，６０歳以上で転居を
検討し，実際に転居した方は，元気な方よりも，生活の細々とした支援ニーズの高い要支援・要介護高
齢者の方が多く，また高齢者が転居先として検討する物件（持家以外）の住居費は，多い順に４～５万
円未満，２～３万円未満と，低額な物件を検討する傾向があることなどから，低廉な住まいと見守りを含
む生活支援サービスへのニーズが高いことがうかがえる。

問 ６０歳になってから，転居を検討したことがありますか。 問 転居先として検討している（検討した）物件の居住費（月額，共益費含む。）
は，次のどれにあたりますか。

問 今，日常生活の中で不自由と感じているのはどんなことですか。

京都市を取り巻く状況③

３ 空き家対策の動向

平成２０年住宅・土地統計調査によると，本市の空き家は約１１万戸，空き家率は１４．１％であり，昭
和４８年頃から住宅総数が世帯総数を上回り，空き家率も増加し続けている。空き家の増加により，周
辺環境の悪化や地域コミュニティの活力低下等が懸念されるため，昨年「京都市空き家の活用，適正管
理等に関する条例」を制定し，空き家の適正管理や活用促進等に総合的に取り組んでいるところである。

○ 本市の住宅総数・世帯総数・空き家率の推移
（資料：各年住宅・⼟地統計調査）
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○「京都市空き家の活⽤，適正管理等に関する条例」の⽬的
（26年4⽉1⽇施⾏）



○ 平成26年度の主な取組

●とくに利用予定のない
　　　　　　空き家を活用したい場合

修繕・模様替え，家財の撤去に要する費用
の一部について
　最大３０万円の補助金がでます。

（京町家は ６０万円）

●地域のにぎわいや安心のために
　　　　　　　　空き家を活用する場合

改修に要する費用の一部について
　最大６０万円の補助金がでます。

（京町家は ９０万円）

１．空き家を活用するための

　　　改修工事に補助がでます !!
２．空き家活用を通した

　　　　まちづくりを応援します!!

　新しい空き家の活用を通した京都ならではのまちづくり
プロジェクトの提案を公募します。
　選ばれた提案には，プロジェクト実現のため
最大５００万円の補助金（空き家の改修等に要す
る費用の一部）がでます。

３．専門家派遣

　空き家の状態を診断し，
活用方法などのアドバイス
を行う専門家を派遣しま
す！

無 料

４．地域の空き家相談

　地域に身近なまちの不動
産屋さんに空き家相談窓口
を設置します。

無 料

上記以外にも・・・
・ 「まちづくり×空き家」に取り組む地域を応援（地域連携型空き家流通促進事業）

・ 地域の集まりなどに司法書⼠等を派遣し，空き家化の予防をテーマとした講座
（おしかけ講座）

などを実施

＜参考①＞京都市居住支援協議会の取組

京都市居住支援協議会は，住宅セーフティネット法（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促
進に関する法律）に基づき，高齢者が民間賃貸住宅に円滑に入居できる環境整備を進めるため，不動産関
係団体，福祉関係団体，京都市（保健福祉局・都市計画局）及び京都市住宅供給公社により，平成24年9月
に設立。

２ 協議会会員

不 動 産 関 係 団 体

公益社団法人京都府宅地建物取引業協会
公益社団法人全日本不動産協会京都府支部
公益財団法人日本賃貸住宅管理協会京都府支部
一般社団法人京都府不動産コンサルティング協会

福 祉 関 係 団 体
京都市地域包括支援センター・在宅介護支援センター連絡協議会
京都地域密着型サービス事業所協議会

行 政 等
保健福祉局（長寿福祉課），都市計画局（まち再生・創造推進室），
住宅供給公社

３ 主な取組実績

１ 概要

す こ や か 賃 貸 住 宅
入 居 支 援 事 業

高齢を理由に入居を拒まない賃貸住宅と，その仲介に協力する不動産業者
の登録制度を創設し，ウェブ上で登録受付，空き家情報をリアルタイムで発信

高齢者の住まいの相談会
高齢者やその家族を対象に，高齢期の住まいや住み替えに関する個別相談
を実施

高 齢 者 向 け 住 宅
情 報 冊 子 の 作 成

高齢者やその家族向けに，高齢者向け住宅と福祉施設の概要，月額費用の
目安，相談先等をまとめた冊子を作成



＜参考②＞社会福祉法人改革の動向

高齢者住宅財団ニュースＶｏｌ.１２０「地域善隣シンポジウムの記録」より
「京都市の居住支援協議会の議論では，供給とニーズのマッチングの課題が明確になっている。こういった

問題を目の当たりにして，何らかの役割を社会福祉法人が持つ必要性を考えていた。そこで，京都市の老人
福祉施設協議会の施設長等に対し，先ほど説明のあった来年度からの国の事業について，アンケートを実
施したが，全般的に積極的な姿勢であった。アンケートに答えた５０名の施設長のうち，なんらかの「新たな社
会貢献事業」を行うことが必要と回答した方が４８名，更に，この「低所得高齢者の住まい・生活支援モデル
事業」の実施を検討したいと答えた方が約４割，１９名に及んでいる。」

（地域密着型総合センターきたおおじ代表 山田 尋志氏）

１ 社会保障制度改革国民会議報告書（平成２５年８月６日）

２ 規制改革会議意見（平成２６年４月１６日）

３ 社会福祉法人の在り方等に関する検討会報告書（案）（平成２６年６月１６日）

「特に，社会福祉法人については，経営の合理化，近代化が必要であり，大規模化や複数法人の連携を推
進していく必要がある。また，非課税扱いとされているにふさわしい，国家や地域への貢献が求められており，
低所得者の住まいや生活支援などに積極的に取り組んでいくことが求められている。」

「社会貢献活動の義務化ということでは，厚生労働省は平成27年年央までに，全ての社会福祉法人に対し

て社会貢献活動の実施を法令等で義務づけるべきであるということです。そのため，厚生労働省は社会貢献
活動の定義の明確化や会計区分の整理，社会貢献活動への拠出制度の創設などの検討を行い，平成26年
中に新たな制度設計を行うべきである。特に一定の事業規模を超える社会福祉法人に対しては，法令等での
義務づけに先駆けて社貢献活動の実施を要請すべきであるということでまとめていただいています。」

「社会福祉事業を主たる事業とする非営利法人の役割として，地域における公益的な活動は全ての社会福
祉法人において実施される必要がある。全ての社会福祉法人に実施を求めるためには，法律上，実施義務を
明記することを検討すべきである。 」

京都市高齢者すまい・生活支援モデル事業（仮称）の概要

実 施 主 体 京都市

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 京都市居住支援協議会

事 業 受 託 者
一般社団法人京都市老人福祉施設協議会
（市老協が，見守りサービス等を提供する社会福祉法人を2者程度別途選定）

す ま い の 支 援
プラットフォームに参画する不動産関係団体に，空き家情報の提供や契約手
続きの支援，家賃債務保証の紹介等の支援を要請する。

生 活 の 支 援
市老協が選定する社会福祉法人が，上記による入居者に対し，必要な生活
相談や見守り等の生活支援サービスを提供する。

そ の 他

①対象者，利用者負担金，制度周知，その他詳細はプラットフォーム等で別
途検討する。

②モデル事業終了後も，社会福祉法人による主体的な社会貢献事業として
継続して取り組めるよう，プラットフォームにおいて事業内容の検証等を行い，
モデル事業の期間中に，持続可能な事業モデルを構築する。



京都市高齢者すまい・生活支援モデル事業（仮称）のイメージ
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